
平成 13年 3月期 中間決算短信(連結)  平成 12年 11月 21日

上   場   会   社   名       クリナップ株式会社 上場取引所 東

コード番号       7955 本社所在都道府県

問合せ先  責任者役職名 常務取締役経理部長 東京都

　　　　  氏　　       名　　　　　　　　　　　　　　小川  健 TEL (03) 3894 - 4771
中間決算取締役会開催日　　平成 12年 11月 21日

１. 12年 9月中間期の連結業績（平成 12年 4月 1日 ～ 平成 12年 9月 30日）
(1)連結経営成績 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

　　売    上    高 　　　 営　業　利　益 　　経　常　利　益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

12年 9月中間期 45,702 - 2,321 - 2,309 -
11年 9月中間期 - - - - - -
12年 3月期 85,836 2,005 1,954

      中間(当期）純利益 　        １ 株 当 た り 中 間     潜在株式調整後１株当

           ( 当 期 ） 純 利 益     たり中間(当期）純利益

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭

12年 9月中間期 592 - 12.10 -
11年 9月中間期 - - - -
12年 3月期 517 10.58 -
(注)①持分法投資損益    12年 9月中間期       -        百万円   11年 9月中間期       -        百万円   12年 3月期       -        百万円

     ②中間期末のデリバティブ取引の評価損益 △ 1 百万円

     ③会計処理の方法の変更　　 無

     ④売上高、営業利益、経常利益、中間(当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2)連結財政状態
      　  総  資  産         　株  主  資　本       株主資本比率 １株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円　　銭

12年 9月中間期 75,705 48,719 64.4 995.47
11年 9月中間期 - - - -
12年 3月期 74,384 48,547 65.2 991.94

(3)連結キャッシュ･フローの状況
　 営業活動による 　 投資活動による  　財務活動による 現金及び現金同等物

　キャッシュ・フロー 　キャッシュ・フロー 　キャッシュ・フロー 期　 末 　残 　高
百万円 百万円 百万円 百万円

12年 9月中間期 26 △ 954 △ 760 12,159
11年 9月中間期 - - - -
12年 3月期 △ 12 △ 972 △ 1,332 13,715

(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項
    連結子会社数  14　社   持分法適用非連結子会社数　   -  　社   持分法適用関連会社数　   -  　社

(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況
    連結（新規）4　社  （除外）   -  　社   持分法（新規）   -  　社  （除外）　   -  　社

２. 13年 3月期の連結業績予想（ 平成 12年 4月 1日  ～  平成 13年 3月 31日 ）
　 　　  売   上   高 　　経　常　利　益 　当　期　純　利　益

百万円 百万円 百万円

通　　期 91,500 4,100 1,400
（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）   28 円 61 銭 
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１．企業集団の状況

当社が厨房機器、浴槽・洗面機器の製造、販売するほか、子会社クリナップ調理機工業㈱、下仁井田クリ

ナップ工業㈱、九州クリナップ工業㈱は厨房機器の製造、クリナップ岡山工業㈱は厨房機器、浴槽・洗面機

器の製造を行っております。

クリナップ香港リミテッドは主に当社の製造した厨房機器の販売と、東南アジア等で製造された厨房機器

を当社に販売するほか中国、東南アジア等に販売を行っております。

井上興産㈱は当社および子会社にステンレス素材およびステンレス鋼材等の供給を行っております。

㈱シス、クリナップサービス㈱、クリナップテクノ㈱および㈱マインドは当社が製造、販売する製品・商

品の販売、施工およびアフターサービス等を行っております。

㈱クリナップステンレス加工センターは ステンレス素材の切断 着色加工および販売を行っております、 、 。

また、当社グループの製品等の輸送および荷役につきましては、クリナップ運輸㈱、首都圏運輸倉庫サー

ビス㈲およびクリナップ岡山運輸㈱が主として行っております。

クリナップキャリアサービス㈱は、主に当社グループに対する人材派遣事業を行っております。

事業の系統図は次のとおりであります。
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２．経営方針

( )経営の基本方針1

当社は創業以来、顧客への感謝、社会への感謝を経営の心とし、創意・開発による商品づくりを通じて社

会へ奉仕することを基本方針として事業活動を進めてまいりました。

キッチンやバスルームなどの住宅設備は、人々の快適で豊かな暮らしづくりの実現に大きく貢献するもの

と考え、常にユーザーの立場にたった開発姿勢と先進的な技術力で提案し続けてまいりました。

昨年１０月に創業５０周年を迎え 改めて企業としての原点を振り返り ２１世紀への新しい発展を期し、 、 、

「創造、自律、共生」を経営理念として掲げました。独自の技術とアイデアを組み合わせ、利便性が高く環

境と調和のとれた商品を創造、提供するだけでなく、お客さまとの継続的なコミュニケーションにより、質

の高い「快適」を提供し、より信頼される企業を目指してまいります。

( )利益配分に関する基本方針2

当社の使命は、株主をはじめ社員、取引先など会社を取り巻くすべてのものを尊重し、人と社会と環境に

対して責任ある行動をとり 長期的な安定と成長により 最大の利益をあげることにあると考えております、 、 。

したがいまして、株主への利益還元につきましても、長期的な安定配当を継続して行うことを基本方針とし

ております。内部留保資金につきましては、新製品生産設備、情報基盤整備、営業拠点整備等の設備投資に

充て、効率的な経営による収益力の向上と財務体質の強化および資本効率の向上に努めてまいります。

なお、中間配当金につきましては、前年同期と同じく１株につき５円とさせていただきます。

( )中長期的な経営戦略と課題3

当社では、今後の社会、経済の大きな構造変化への対応と新設住宅着工戸数の低迷が予測される経営環境

の変化に対応するため、中期的な経営戦略として①本業重視、②サービス＆サポート体制の構築、③戦略的

情報システムの構築、④環境保全活動への取り組み、を掲げて事業活動を進めております。当中間期では、

本業における主力部門を強化し、お客様に認めていただける商品の提案と、購入後も安心して御使用いただ

けるスピーディなサービス体制と信頼されるサポート体制の構築に取り組んでまいりました。これにより、

商品の高付加価値化による収益力のさらなる向上と、リフォーム需要の顕在化とそれに繋がる需要の獲得に

努めてまいります。

また、環境との共生をはかりながら永続的な事業活動を進めていくことが企業としての使命だと考えてお

り、その具体的な取り組みとして、環境マネジメントであるＩＳＯ１４００１の認証取得を進め、平成１４

年度までに子会社を含む１１工場すべてで認証取得を完了する予定であります。あわせて、環境へ配慮した

商品づくり、環境負荷の低減への取り組みにつきましても積極的に進めてまいりたいと考えております。

なお、平成１２年３月末時点での退職給付債務の積み立て不足は、連結ベースで２２億５千５百万円であ

り、これを当中間期から５年間で均等償却いたします。
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３．経営成績

( )当中間期の概況1

当上半期のわが国経済は、企業収益の緩やかな改善が進み、景気はやや回復の兆しが見えてきたものの、

依然として厳しい雇用環境や個人所得の減少など、消費者の不安を反映し、個人消費は低迷を続けました。

住宅設備機器業界におきましても、住宅取得予定者の動きが慎重になったことを反映し、新設住宅着工戸

数は、持ち家が前年を大きく割り込むなど、マンションを除き総じて低調に推移いたしました。

このような状況の下で、当社は、主力の厨房部門におきまして、フロアコンテナ・システムキッチン「ク

リンレディ」の販売に注力し、また、５月にはステンキャビシステムキッチン「Ｓ．Ｓ 」にもフロアコン．

テナを装備し大幅に売上を伸ばしました。フロアコンテナは、キッチンキャビネットのデッドスペースであ

った足元部分を大きな引き出し式の収納スペースにしたもので、消費者から非常に高い評価をいただいてお

ります。その独創性、先進性は公にも認められ全体意匠権および部分意匠権を５月に取得することができま

した。

浴槽・洗面部門におきましては、システムバスルームで、ユニバーサルデザインの「ラクシーユ」シリー

ズに、より快適性とデザイン性を高めた「エクシード」を９月から追加したほか、洗面化粧台におきまして

も、主力の「フォルティア 「ＢＡＥ 「ファンシオ」の３シリーズにフロアコンテナを装備したタイプ」、 」、

を追加いたしました。

営業面におきましては、これらの新商品を中心に商談会、リフォーム相談会などを全国的に開催し、新商

品の浸透を強力に推し進め、業績の向上に取り組んでまいりました。

この結果、当中間期の売上高は厳しい業界環境の中で、４５７億２百万円となりました。利益面につきま

しても 「クリンレディ」などシステムキッチンの販売増が粗利益額の向上に寄与し、営業利益が２３億２、

千１百万円、経常利益が２３億９百万円、また中間純利益につきましては５億９千２百万円となり、当初の

計画を大幅に上回る結果となりました。

当中間期の売上高を部門別にみますと、厨房部門では、フロアコンテナ・システムキッチン「クリンレデ

ィ 、ステンキャビシステムキッチン「Ｓ．Ｓ 」の大幅な売上増により、システムキッチン全体の販売数」 ．

量は前期比１６％増となり、３５０億３千７百万円と大幅に増加いたしました。

浴槽・洗面部門につきましては、平成１１年１０月にモデルチェンジした主力のシステムバスルーム「ラ

クシーユ」が好調に推移し、また、洗面化粧台では「ＢＡＥ 「ファンシオ」が堅調に推移し、９５億５」、

千５百万円となりました。

当中間期における現金及び現金同等物（以下「資金」という ）は、税金等調整前中間純利益が１２億３。

千６百万円、減価償却費が１２億２百万円あったものの、たな卸資産が３０億７百万円増加したこと等によ

り、営業活動による資金の増加は２千６百万円にとどまり、設備投資を主とした投資活動による資金の減少

が９億５千４百万円、借入金の返済、配当金の支払等による財務活動の結果使用した資金が７億６千万円あ

ったこと等により、１６億９千２百万円減少いたしました。これに新規連結子会社の増加に伴う資金の増加

１億３千６百万円を加え、当中間会計期間末には１２１億５千９百万円となりました。

( )通期の見通し2

今後の経済情勢につきましては、景気は緩やかな回復基調をたどると予想されますが、金利上昇懸念、新

設住宅着工戸数の鈍化、個人消費の回復遅れなど、依然として不透明感が拭えない状況にあります。

このような状況の中で当社は、主力商品であるフロアコンテナ・システムキッチン「クリンレディ」およ

びステンキャビシステムキッチン「Ｓ．Ｓ 」の市場への一層の浸透を図るとともに、システムバスルーム．

とのトータル販売を強力に進めてまいります。

また、住宅設備機器市場が成熟市場になりつつあるとの認識から、製品というハードに加え、施工・サー

ビスなど顧客をサポートする体制の充実を進め、市場における競争力の向上に取り組んでまいります。

これにより平成１３年３月期通期の業績見通しにつきましては、売上高９１５億円、経常利益４１億円、

当期純利益１４億円を予想しております。
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４．中間連結財務諸表等

(1)中間連結貸借対照表

（単位：百万円 単位未満切捨）

期 別 当中間連結会計期間末 前連結会計年度

平 成 １ ２ 年 平 成 １ ２ 年

９月３０日現在 ３月３１日現在

科 目 金 額 構成比 金 額 構成比

（資 産 の 部） ％ ％

Ⅰ．流 動 資 産 ４７，７９６ ４５，５８３63.1 61.3

現 金 及 び 預 金 ９，５７８ １１，１１４

受取手形及び売掛金 ２７，７９５ ２７，０１７

有 価 証 券 ２，５８１ ２，８２２

た な 卸 資 産 ６，２２８ ３，３０６

繰 延 税 金 資 産 ４３５ １８９

そ の 他 １，２６７ １，２０７

貸 倒 引 当 金 △ ９０ △ ７４

Ⅱ．固 定 資 産 ２７，９０８ ２８，７８０36.9 38.7

( )有形固定資産 ２０，２９３ ２０，０６０1 26.8 27.0

建 物 及 び 構 築 物 ８，６８１ ８，６８１

機械装置及び運搬具 ３，８１０ ３，９９５

工具・器具及び備品 １，００８ １，０６７

土 地 ６，６７９ ６，２９７

建 設 仮 勘 定 １１４ １８

( )無形固定資産 １，６９４ １，７１０2 2.3 2.3

ソ フ ト ウ ェ ア １，５３４ １，５５４

そ の 他 １６０ １５５

( )投資その他の資産 ５，９１９ ７，００９3 7.8 9.4

投 資 有 価 証 券 ２，２９２ ２，２８４

長 期 差 入 保 証 金 ２，２９５ ２，２４５

繰 延 税 金 資 産 ３７０ ４３４

そ の 他 １，６１３ ２，２３３

貸 倒 引 当 金 △ ６５２ △ １８８

Ⅲ．為替換算調整勘定 １９－ － 0.0

資 産 合 計 ７５，７０５ ７４，３８４100.0 100.0
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（単位：百万円 単位未満切捨）

期 別 当中間連結会計期間末 前連結会計年度

平 成 １ ２ 年 平 成 １ ２ 年

９月３０日現在 ３月３１日現在

科 目 金 額 構成比 金 額 構成比

（負 債 の 部） ％ ％

Ⅰ．流 動 負 債 ２１，２４４ １２，８１８28.0 17.2

買 掛 金 ６，１０２ ５，５５４

短 期 借 入 金 ４８０ ５１０

1 年以内返済予定の長期借入金 １，５６１ １，６８１

１年以内償還予定の社債 ６，５００ －

未 払 金 ３，４４４ ３，０４８

未 払 法 人 税 等 ９３０ ４４０

未 払 消 費 税 等 ２４４ ３２５

賞 与 引 当 金 １，２４１ ８４０

そ の 他 ７４０ ４１７

Ⅱ．固 定 負 債 ５，６９２ １２，９７４7.5 17.5

社 債 － ６，５００

長 期 借 入 金 ３，９１４ ４，２８０

長 期 預 り 金 １，２８１ １，２８１

退 職 給 与 引 当 金 － １２

退 職 給 付 引 当 金 ９４ －

役員退職慰労引当金 ４０２ ８９９

負 債 合 計 ２６，９３７ ２５，７９２35.5 34.7

（少 数 株 主 持 分）

少 数 株 主 持 分 ４８ ４４0.1 0.1

（資 本 の 部）

Ⅰ．資 本 金 １３，２６７ １３，２６７17.5 17.8

Ⅱ．資 本 準 備 金 １２，３５１ １２，３５１16.3 16.6

Ⅲ．連 結 剰 余 金 ２２，９９５ ２２，９２８30.4 30.8

Ⅳ． １２８その他有価証券評価差額金 0.2 － －

Ⅴ． △ ２２為替換算調整勘定 △ － －0.0

Ⅵ．自 己 株 式 △ ０ △ ０△ △0.0 0.0

資 本 合 計 ４８，７１９ ４８，５４７64.4 65.2

負債、少数株主持分

及 び 資 本 合 計 ７５，７０５ ７４，３８４100.0 100.0
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(2)中間連結損益計算書

（単位：百万円 単位未満切捨）

期 別 当中間連結会計期間 前連結会計年度

自平成１２年４月 １日 自平成１１年４月 １日

至平成１２年９月３０日 至平成１２年３月３１日

科 目 金 額 百分比 金 額 百分比

％ ％

Ⅰ．売 上 高 ４５，７０２ ８５，８３６100.0 100.0

Ⅱ．売 上 原 価 ２９，０９３ ５６，７９８63.7 66.2

売 上 総 利 益 １６，６０９ ２９，０３７36.3 33.8

Ⅲ．販売費及び一般管理費 １４，２８８ ２７，０３２31.2 31.5

営 業 利 益 ２，３２１ ２，００５5.1 2.3

Ⅳ．営 業 外 収 益 ３７７ ７５２0.8 0.9

受 取 利 息 １８ ３５

仕 入 割 引 ２４４ ４４９

そ の 他 １１３ ２６７

Ⅴ．営 業 外 費 用 ３８９ ８０３0.8 0.9

支 払 利 息 １２６ ２６７

売 上 割 引 ２２９ ４１６

そ の 他 ３３ １１９

経 常 利 益 ２，３０９ １，９５４5.1 2.3

Ⅵ．特 別 利 益 ９８ ７４0.2 0.1

固 定 資 産 売 却 益 ５ ０

投資有価証券売却益 ２４ ７４

投資損失引当金戻入額 ５５ －

退職給与引当金戻入額 １２ －

Ⅶ．特 別 損 失 １，１７１ ６６２2.6 0.8

過 年 度 役 員 退 職 慰 労 １１０ ２２１
引 当 金 繰 入 額

退職給付会計導入に伴う ２２５ －
会計基準変更時差異償却費

固定資産売却除却損 ７５ ８０

投資有価証券売却損 １９ ３

投資有価証券評価損 ２ ５７

子 会 社 株 式 評 価 損 ３９ －

た な 卸 資 産 処 分 損 － １７１

従 業 員 特 別 退 職 金 ９ ７２

役 員 退 職 慰 労 金 １６７ －

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 ３８０ －

ゴルフ会員権評価損 １２３ －

西暦２０００年対応費用 － ４７

そ の 他 １６ ９

税金等調整前中間(当期)純利益 １，２３６ １，３６６2.7 1.6

法人税、住民税及び事業税 ９２８ ４１０2.0 0.5

法 人 税 等 調 整 額 ２８９ △ ４３２△ 0.6 0.5

少 数 株 主 利 益 ４ ６0.0 0.0

中 間 ( 当 期 ) 純 利 益 ５９２ ５１７1.3 0.6
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(3)中間連結剰余金計算書

（単位：百万円 単位未満切捨）

期 別 当中間連結会計期間 前連結会計年度

自平成１２年４月 １日 自平成１１年４月 １日

至平成１２年９月３０日 至平成１２年３月３１日

科 目 金 額 金 額

Ⅰ．連 結 剰 余 金 期 首 残 高 ２２，９２８ ２１，７５０

1. 過年度税効果調整額 － １，０５１２２，９２８ ２２，８０２

Ⅱ．連 結 剰 余 金 減 少 高

1. 配 当 金 ２４４ ３９１

2. 連結子会社増加による剰余金減少額 ２８０ －５２５ ３９１

Ⅲ．中 間 ( 当 期 ) 純 利 益 ５９２ ５１７

Ⅳ． ２２，９９５ ２２，９２８連結剰余金中間期末(期末)残高
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(4)中間連結キャッシュ・フロー計算書

（単位：百万円 単位未満切捨）

期 別 当中間連結会計期間 前連結会計年度

自平成１２年４月 １日 自平成１１年４月 １日

至平成１２年９月３０日 至平成１２年３月３１日

科 目 金 額 金 額

Ⅰ．営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前中間(当期)純利益 １，２３６ １，３６６

減 価 償 却 費 １，２０２ ２，６１１

貸 倒 引 当 金 の 増 加 額 ４７９ ４０

賞 与 引 当 金 の 増 加 額 ３８４ △ ８６
又 は 減 少 額(△)

退 職 給 付 引 当 金 の 増 加 額 ８１ －

役員退職慰労引当金の減少額(△) △ ４９７ ２７５
又 は 増 加 額

受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金 △ ３６ △ ６３

支 払 利 息 １２６ ２６７

有 形 固 定 資 産 除 却 損 ７５ ８０

有 価 証 券 の 売 却 益(△) △ ３ ０
又 は 売 却 損

投 資 有 価 証 券 の 売 却 益 △ ２４ △ ７４

投 資 損 失 引 当 金 の 減 少 額 △ ５５ －

投 資 有 価 証 券 の 売 却 損 １９ ３

有 価 証 券 の 評 価 損 － １１

投 資 有 価 証 券 の 評 価 損 ２ ５７

子 会 社 株 式 評 価 損 ３９ －

ゴ ル フ 会 員 権 評 価 損 １２３ －

売 上 債 権 の 増 加 額 △ １０３ △ ４，０７７

た な 卸 資 産 の 増 加 額 △ ３，００７ △ ４４０

長 期 差 入 保 証 金 の 増 加 額(△) △ ４２ １２０
又 は 減 少 額

長 期 前 払 費 用 の 増 加 額 △ １４５ △ ４５０

役員退職年金積立金の減少額 ２８５ －

仕 入 債 務 の 増 加 額 ３７８ ７９８

そ の 他 １１５ △ １０６

小 計 ６３５ ３３４

利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額 ３５ ６４

利 息 の 支 払 額 △ １８８ △ ２７１

法 人 税 等 の 支 払 額 △ ４５５ △ １３８

営業活動によるキャッシュ・フロー ２６ △ １２
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（単位：百万円 単位未満切捨）

期 別 当中間連結会計期間 前連結会計年度

自平成１２年４月 １日 自平成１１年４月 １日

至平成１２年９月３０日 至平成１２年３月３１日

科 目 金 額 金 額

Ⅱ．投資活動によるキャッシュ・フロー

有価証券の取得による支出 － △ １

有価証券の売却による収入 １０ ２

有形固定資産の取得による支出 △ ９７５ △ ６５３

無形固定資産の取得による支出 △ ２１６ △ ５９０

投資有価証券の取得による支出 △ ０ △ ８

投資有価証券の売却による収入 ２１８ ３３５

長 期 貸 付 金 に よ る 支 出 － △ １３２

長期貸付金の回収による収入 － ５６

そ の 他 １０ ２０

投資活動によるキャッシュ・フロー △ ９５４ △ ９７２

Ⅲ．財務活動によるキャッシュ・フロー

短 期 借 入 金 の 純 減 少 額 △ ３０ △ ２００

長期借入金の返済による支出 △ ４８５ △ ７４１

配 当 金 の 支 払 額 △ ２４４ △ ３９１

少数株主への配当金の支払額 △ ０ －

そ の 他 △ ０ ０

財務活動によるキャッシュ・フロー △ ７６０ △ １，３３２

Ⅳ．現金及び現金同等物に係る換算差額 △ ３ ２

Ⅴ．現金及び現金同等物の減少額（△） △ １，６９２ △ ２，３１４

Ⅵ．現金及び現金同等物の期首残高 １３，７１５ １６，０２９

Ⅶ．新規連結子会社の増加に伴う １３６ －現金及び現金同等物の増加

Ⅷ． １２，１５９ １３，７１５現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高
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(5)中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

１．連結の範囲に関する事項

（１）連結子会社数 １４社

連結子会社名

クリナップ調理機工業㈱、下仁井田クリナップ工業㈱、九州クリナップ工業㈱、クリナップ岡山工業㈱、

㈱クリナップステンレス加工センター、井上興産㈱、クリナップ運輸㈱、首都圏運輸倉庫サービス㈲、

クリナップ岡山運輸㈱ クリナップ香港リミテッド ㈱シス クリナップサービス㈱ クリナップテクノ㈱、 、 、 、 、

クリナップキャリアサービス㈱

なお ㈱シス クリナップサービス㈱ クリナップテクノ㈱ クリナップキャリアサービス㈱については、 、 、 、 、

重要性が増加したことから当中間連結会計期間より連結子会社に含めることとしております。

（２）非連結子会社の名称等

非連結子会社 ㈱マインド

（連結の範囲から除いた理由）

非連結子会社は、小規模であり、総資産、売上高、中間純損益および剰余金のうち持分に見合う額は、い

ずれも中間連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないため、連結の範囲より除外しております。

２．持分法の適用に関する事項

（１）持分法を適用しない非連結子会社の名称

㈱マインド

（２）持分法を適用しない理由

非連結子会社について、中間純損益および剰余金は中間連結純損益および連結剰余金に及ぼす影響が軽微

であり、中間連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないため持分法を適用しておりません。

３．連結子会社の中間決算日等に関する事項

連結子会社の中間決算日は、クリナップ香港リミテッドを除き中間連結決算日と同一であります。クリナッ

プ香港リミテッドの中間決算日は６月３０日であります。中間連結財務諸表の作成にあたっては、同日現在の

財務諸表を使用し、中間連結決算日との間に生じた重要な取引はありません。

４．会計処理基準に関する事項

（１）重要な資産の評価基準および評価方法

イ．有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

中間決算日の市場価格等に基づく時価法によっておます。

（評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定しております ）。

時価のないもの

移動平均法による原価法によっております。

ロ．たな卸資産

① 商品・製品・原材料・仕掛品については、総平均法による原価法によっております。

② 貯蔵品については、最終仕入原価法による原価法によっております。クリナップ運輸㈱は、移動平均法

による原価法によっております。

（２）重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ．有形固定資産

当社および国内連結子会社は、建物（建物附属設備を除く ）は定額法、建物以外については定率法によ。

り償却を行っております。

クリナップ香港リミテッドは見積耐用年数による定率法によっております。

ロ．無形固定資産

定額法により償却を行っております。

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用し

ております。
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（３）重要な引当金の計上基準

イ．貸倒引当金

一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上しております。

ロ．賞与引当金

従業員に対する賞与の支給に充てるため、支給見込額のうち当中間連結会計期間に対応する見込額を計

上しております。

ハ．退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務および年金資産の見込額に基

づき、当中間連結会計期間末において発生していると認められる額を計上しております。なお、会計基準

変更時差異（ 百万円）については５年間で償却し、当中間連結会計期間は年間償却額の１／２を特2,255

別損失として処理しております。

ニ．役員退職慰労引当金

当社は、役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく中間期末要支給見積額を引当計上してお

ります。

（４）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

外貨建金銭債権債務は、中間決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理して

おります。なお、在外子会社等の資産および負債、収益および費用は、中間決算日の直物為替相場により円

貨に換算し、換算差額は資本の部における為替換算調整勘定に含めております。

（５）重要なリース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

（６）重要なヘッジ会計の方法

イ．ヘッジ会計の方法

金利スワップについては、ヘッジ会計の要件を満たしており、さらに想定元本、利息の受払条件および

契約期間がヘッジ対象となる借入金と同一であるため特例処理を採用しております。

ロ．ヘッジ手段とヘッジ対象

借入金を対象とした金利スワップであります。

ハ．ヘッジ方針

当社の内部規程である デリバティブ取引実施要領 にそって 金利変動リスクをヘッジしております「 」 、 。

（７）消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。

５．中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引き出し可能な

預金および容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以

内に償還期限の到来する短期投資からなっております。

【追加情報】

（退職給付会計）

当中間連結会計期間から退職給付に係る会計基準（ 退職給付に係る会計基準の設定に関する意見書 （企業「 」

会計審議会 平成 年６月 日 ）を適用しております。この結果、従来の方法によった場合と比較して、退職10 16 ）

給付費用が９４百万円増加し、経常利益は１３３百万円増加し、税金等調整前中間純利益は９２百万円減少して

おります。

また、退職給与引当金および企業年金制度の過去勤務債務等に係る未払金は、退職給付引当金に含めて表示し

ております。
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（金融商品会計）

当中間連結会計期間から金融商品に係る会計基準（ 金融商品に係る会計基準の設定に関する意見書 （企業「 」

会計審議会 平成 年１月 日 ）を適用し、有価証券の評価方法、貸倒引当金の計上基準、ゴルフ会員権の会11 22 ）

計処理について変更しております。この結果、従来の方法によった場合と比較して、経常利益は５７百万円、税

金等調整前中間純利益は４７１百万円それぞれ減少しております。なお、金利スワップについては、特例処理を

適用しておりますが、これによる損益の影響はありません。

また、期首時点で保有する有価証券の保有目的を検討し 「その他有価証券」のうち１年以内に満期の到来す、

るコマーシャル・ペーパー、マネー・マネージメント・ファンド、中期国債ファンドは、流動資産の有価証券と

して、それら以外は投資有価証券として表示しております。

その結果、流動資産の有価証券は１５７百万円減少し、投資有価証券は１５７百万円増加しております。

（外貨建取引等会計基準）

当中間連結会計期間から改訂後の外貨建取引等会計処理基準（ 外貨建取引等会計処理基準の改訂に関する意「

見書 企業会計審議会 平成 年 月 日 を適用しております この変更による損益の影響はありません」（ ）） 。 。11 10 22

また、前連結会計年度において「資産の部」に計上しておりました「為替換算調整勘定」は、中間連結財務諸

表規則の改正により 「資本の部」に含めて計上しております。、

【注記事項】

（中間連結貸借対照表関係） （単位：百万円 単位未満切捨）

項 目 当中間連結会計期間 前連結会計年度

１．有形固定資産の減価償却累計額 ２３，９３３ ２３，７４３

２．担保に供している資産

有形固定資産 １，７５４ １，７９９

３．中間連結会計期間末日満期手形 中間連結会計期間末日満期手形

の会計処理については、手形交換

日をもって決済処理をしておりま

す。なお、当中間連結会計期間の

末日は金融機関の休日であったた

め、次の中間連結会計期間末日満

期手形が中間連結会計期間末残高

に含まれております。

受取手形 ７２７

受取手形裏書譲渡高 ４７５

４．保証債務 １７６ １５６

５．受取手形裏書譲渡高 ６，７６５ ５，６７５

６．自己株式数 ９３６株 ８９６株

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

当中間連結会計期間 前 連 結 会 計 年 度

現金及び預金勘定 ９，５７８百万円 １１，１１４ 百万円

有価証券勘定 ２，５８１百万円 ２，８２２ 百万円

計 １２，１５９百万円 １３，９３７ 百万円

株式、社債及び公社債投資信託 － 百万円 △ ２２１ 百万円

現金及び現金同等物 １２，１５９百万円 １３，７１５ 百万円
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（リース取引関係）

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

（単位：百万円 単位未満切捨）

項 目 当中間連結会計期間 前連結会計年度

（１）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額および中間期末(期末)残高相当額

工 具 ・ 工 具 ・

器 具 及 び その他 合 計 器 具 及 び その他 合 計

備 品 備 品

取 得 価 額 相 当 額 1,679 371 2,050 1, 575 359 1, 934

減価償却累計額相当額 1,026 264 1,291 956 246 1, 203

中間期末(期末)残高相当額 652 106 759 618 112 731

（注）リース物件の取得価額相当額は、未 （注）リース物件の取得価額相当額は、未

経過リース料中間期末残高が有形固 経過リース料期末残高が有形固定資

定資産の中間期末残高等に占める割 産の期末残高等に占める割合が低い

合が低いため、支払利子込み法によ ため、支払利子込み法により算定し

り算定しております。 ております。

（２）未経過リース料中間期末(期末)残高相当額

１ 年 内 ３５６ ３５７

１ 年 超 ４０２ ３７４

合 計 ７５９ ７３１

（注）未経過リース料中間期末残高相当額 （注）未経過リース料期末残高相当額は、

は、未経過リース料中間期末残高が 未経過リース料期末残高が有形固定

有形固定資産の中間期末残高等に占 資産の期末残高等に占める割合が低

める割合が低いため、支払利子込み いため、支払利子込み法により算定

法により算定しております。 しております。

（３）支払リース料および減価償却費相当額

支 払 リ ー ス 料 ２１４ ４２７

(減価償却費相当額)

（４）減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。
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５．セグメント情報

１．事業の種類別セグメント情報

当社および連結子会社は、住宅及び店舗・事業所用設備機器関連事業とその他事業を行っております。

当中間連結会計期間および前連結会計年度においては 住宅及び店舗・事業所用設備機器関連事業の売上高、 、

営業利益および資産ともに全セグメントの売上高、営業利益および資産の９０％超でありますので、事業の種

類別セグメント情報の開示を省略しております。

２．所在地別セグメント情報

当中間連結会計期間および前連結会計年度においては、本邦の売上高および資産が全セグメントの売上高、

資産に占める割合がいずれも９０％超でありますので、所在地別セグメント情報の開示を省略しております。

３．海外売上高

当中間連結会計期間および前連結会計年度においては、海外売上高は連結売上高の１０％未満でありますの

で、海外売上高の開示を省略しております。

６．生産、受注及び販売の状況

（１）生産実績 （単位：百万円 単位未満切捨）

期 別 当中間連結会計期間 前連結会計年度

自平成１２年４月 １日 自平成１１年４月 １日

至平成１２年９月３０日 至平成１２年３月３１日

区 分 金 額 構成比 金 額 構成比

厨 房 部 門 ２４，５７３ ４２，０３３73.5 71.9

浴 槽 ・ 洗 面 部 門 ８，２２８ １５，１６８24.6 25.9

そ の 他 ６４８ １，２９８1.9 2.2

合 計 ３３，４５０ ５８，５００100.0 100.0

(注)金額は、平均販売価格によっております。

（２）受注状況

当社グループの受注生産品の売上高は僅少でありますので記載を省略しております。

（３）販売実績 （単位：百万円 単位未満切捨）

期 別 当中間連結会計期間 前連結会計年度

自平成１２年４月 １日 自平成１１年４月 １日

至平成１２年９月３０日 至平成１２年３月３１日

区 分 金 額 構成比 金 額 構成比

厨 房 部 門 ３５，０３７ ６５，７１２76.7 76.5

浴 槽 ・ 洗 面 部 門 ９，５５５ １７，７４３20.9 20.7

そ の 他 １，１０９ ２，３８０2.4 2.8

合 計 ４５，７０２ ８５，８３６100.0 100.0
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７．有価証券

（当中間連結会計期間）

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの

該当事項はありません。

２．その他有価証券で時価のあるもの

（単位：百万円 単位未満切捨）

当中間連結会計期間（平成１２年９月３０日現在）

取 得 原 価 中間連結貸借対照表 差 額

計 上 額

( )株式 １，８１６ ２，０３３ ２１６1

( )その他 １００ １００ ０2

合 計 １，９１６ ２，１３３ ２１７

３．時価のない有価証券の主な内容および中間連結貸借対照表計上額

（単位：百万円 単位未満切捨）

当中間連結会計期間(平成１２年９月３０日現在)

中間連結貸借対照表計上額

( )その他有価証券1

コマーシャル・ペーパー １，４９８

マネー･マネージメント･ファンド １，００３

中期国債ファンド ８０

非上場株式(店頭売買株式を除く) １５８

合 計 ２，７４０

（参考）

（単位：百万円 単位未満切捨）

期 別 前連結会計年度

（平成１２年３月３１日現在）

連結貸借対照表 時 価 評 価 損 益

種 類 計 上 額

( )流動資産に属するもの1

株 式 ６４ ６４ △ ０

債 券 ６ １０ ３

そ の 他 １５０ １５０ ０

小 計 ２２１ ２２４ ３

( )固定資産に属するもの2

株 式 １，７１０ ２，１４５ ４３５

債 券 － － －

そ の 他 １４６ １５０ ３

小 計 １，８５６ ２，２９６ ４３９

合 計 ２，０７８ ２，５２１ ４４２

（注）１．時価の算定方法

①上 場 有 価 証 券 主に東京証券取引所の最終価格によっております。

②店 頭 売 買 有 価 証 券 日本証券業協会が公表する売買価格等によっております。

③非上場の証券投資信託の受益証券 基準価格によっております。

２．開示の対象から除いた有価証券の連結貸借対照表計上額

前連結会計年度

（流動資産に属するもの）

コマーシャル・ペーパー 百万円1, 599

マネー・マネージメント・ファンド 百万円1, 001

（固定資産に属するもの）

非上場株式（店頭売買株式を除く ） 百万円。 427
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８．デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益

（当中間連結会計期間）

当社の行っているデリバティブ取引は、ヘッジ目的が明らかであるため記載を省略しております。

なお、当社以外の当社グループでは、デリバティブ取引は一切行っておりません。

（参考）

金利関連 （単位：百万円 単位未満切捨）

前連結会計年度（平成１２年３月３１日現在）

区 分 種 類 契 約 額 等 時 価 評価損益

内１年超

市場取引 金利スワップ取引

以外の取引 受取変動・支払固定 ２００ ７８ △ ２ △ ２

合 計 ２００ ７８ △ ２ △ ２

（注）１．時価の算定方法

金利スワップ契約を締結している取引銀行から提示された価格等に基づき算定しております。

２．上記金利スワップ契約における想定元本は、この金額自体がデリバティブ取引に係る市場リスク

量を示すものではありません。


